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１ ．はじめに
　令和元年東日本台風は、関東を含む東日本で甚大
な被害を発生させました。本県においても、近年、
経験したことのない規模の降雨となりました。
　特に、私の在籍する埼玉県東松山県土整備事務所
管内においては、埼玉県で37年ぶりとなる堤防決壊
が 2 河川 2 箇所で発生し、被害状況の把握や早期の
堤防復旧への対応に追われることとなりました。

２ ．管内の被害概要
　令和元年東日本台風は、令和元年10月12日19時前
に大型で強い勢力で伊豆半島に上陸した後、関東地
方を通過し、13日未明に東北地方の東海上に抜けま
した。埼玉県内では、気象台14観測所のうち11観測

所で既往最大の降雨を記録するなど、大規模な被害
をもたらした過去の台風に肩を並べる雨量となりま
した（図－ 1 、 ２ ）。
　事務所管内でも、令和元年10月10日19時から12日
24時までの総雨量は、上流域の雨量計（ときがわ）で
604.5㎜を観測するなど、非常に激しい降雨となりま
した。
　特に一級河川都幾川については、堤防の決壊等によ
り東松山市神戸地区を中心に140ha が浸水しました。
　沿川には住宅が多く、越流による影響も広範囲に
及び、床上・床下浸水が多く発生するなど、大きな
被害が生じました（表－ １ 、図－ 3 ）。
　また、一級河川新江川についても堤防の決壊等によ
り東松山市古凍地区を中心に220ha が浸水しました。

令和元年東日本台風の被害と復旧事業について
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図－ 1　埼玉県全域等雨量線（Ｒ 1 .10.10～12）
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　この影響で床上・床下浸水が発生し、併せて付近
を通る国道254号も通行止めになる等の被害が生じ
ました（表－ １ 、図－ 4 ）。

３ ．被災直後の対応
　被災直後にも関わらず、翌週末には、低気圧及び
前線の通過による降雨が予想されていたため、被災
後 1 週間もない期間で応急復旧を完了させる必要が
ありました。
　そのため、応急復旧に必要となる大型土のうなど
の資材確保に奔走することになりました。施工業者
の協力もあり、新江川では18日、都幾川では19日に
応急復旧を終えることができました。

図－ 2　令和元年台風19号 埼玉県全域平均雨量比較表

表－ 1　堤防決壊による被害

都 幾 川 新 江 川
浸 水 面 積 140ha 220ha
床 上 浸 水 17戸 5 戸
床 下 浸 水 7 戸 13戸
被　害　額 約63憶円 約14億円

図－ 3　一級河川都幾川の決壊状況
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４ ．本復旧に向けて
　①　一級河川新江川
　新江川では、災害復旧事業の採択を受け、令和 2
年 7 月21日に完成しました。
　越流の影響により決壊が生じたと考えられること
から、再度災害防止として危機管理型ハード対策を
取り入れ、天端舗装と併せて川裏堤防法面に連節ブ
ロックを設置する構造としました。
　特に天端舗装については、舗装端部に現場打ちの
法肩コンクリートを設置することにより、舗装止め
の役割を果たすと同時に、越流による堤防法肩部の
洗堀を防止する構造としています（図－ 5 ）。

図－ 4　一級河川新江川の決壊状況

　②　一級河川都幾川
　一方、都幾川については、堤防決壊の他、広範囲
にわたる越水の痕跡も確認されたことから、災害復
旧工事のみでは十分な効果が期待できない場合に行
う災害復旧助成事業を適用しました。越流させない
原形復旧と組み合わせ、無堤部を含む2.9㎞区間の
堤防整備を行うこととしました（図－ 6 ）。
　事業の実施にあたっては、東松山市及び下流を
管理する国土交通省と協議を重ね、被災流量Ｑ＝
1,347㎥/s を安全に流下させるための堤防及び河道
の整備を行います。これに伴う用地買収を含めて、
完成まで 4 カ年度以内で事業を行うことが求められ
ています。

　写真－ 1　

一級河川新江川
応急復旧完了（Ｒ 1 .10.18）

一級河川都幾川
応急復旧完了（Ｒ 1 .10.19）
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５ ．おわりに
　本県では事例の少ない災害復旧助成事業というこ
ともあって、申請にあたり事前協議や準備等では本
省防災課の方をはじめ多くの方々にご協力をいただ
きました。
　そのおかげもあり、本格的な復旧に向けて動き始
めることができておりますが、まだ道半ばでありま

す。今後は、一級河川都幾川における災害復旧助成
事業の早期完成を目指し、安心・安全な県土づくり
に取り組んでまいります。
　最後に、災害直後から現在に至るまで現場の早期
復旧のために昼夜を問わず尽力いただいた測量・設
計業協会及び建設業協会の関係者の皆さん、そして
職員の皆さんにこの場を借りて御礼申し上げます。

図－ 5　一級河川新江川の本復旧状況

図－ 6　一級河川都幾川の災害復旧助成事業の概要
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「令和三年八月七日から同月二十三日までの間の暴風雨
及び豪雨による災害についての激甚災害並びにこれに
対し適用すべき措置の指定に関する政令」について

令和 ３年10月 １ 日 内閣府（防災担当）

http://www.bousai.go.jp/pdf/r31001_gekijin.pdf

　「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に
関する法律」に基づき、当該災害を激甚災害として
指定し、併せて当該災害に対する適用措置を指定す

る政令が ９ 月28日（火）に閣議決定され、本日（10 
月 １ 日（金））公布・施行されましたので、お知らせ
いたします。

１ ．激甚災害の指定
　令和三年八月七日から同月二十三日までの間の暴
風雨及び豪雨による災害

（※令和 ３ 年 ８ 月の前線等に伴う大雨（台風第 ９ 号
及び第10号の暴風雨を含む。））

２ ．適用措置の指定
【局激】
【適用措置】
○公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政

援助（法第 ３ 条、第 ４ 条）
　公共土木施設の災害復旧事業等について、公共

土木施設災害復旧事業費国庫負担法等の根拠法令
等に基づく通常の国庫補助率を嵩上げ。

（過去 ５ カ年の実績の平均では公共土木施設等は
68％→82％に嵩上げ）

【対象地域】
　島根県西

にしのしまちょう

ノ島町、隠
お

岐
き

の島
しま

町
ちょう

３ ．スケジュール
　 ９ 月28日（火）　閣議決定
　10月１日（金）　公布・施行

激甚災害指定により適用される措置の概要
（第 ３・ ４条）公共土木施設災害復旧事業等

＜措置の概要＞
○　公共土木施設（河川・海岸・砂防施設・道路・港湾・漁港・下水道・公園等）、公立学校、公営住宅、生活保護・児童福祉・
老人福祉・障害者福祉等の施設の災害復旧事業、地方公共団体が行う感染症予防事業、流入した土砂等や浸水の排除事
業等が対象。
○　例えば、公共土木施設災害復旧事業では、事業費総額が自治体の標準税収入の一定割合を超える場合に、激甚災害に
指定されていなくても、国庫負担率の嵩上げ等の措置を段階的に適用。� （ ２ ／ ３  →  ３ ／ ４  →  ４ ／ ４ ）

＜激甚災害指定時の措置＞
○　さらに補助率等を嵩上げ（※）
　（例）公共土木施設災害復旧事業　６８％ ⇒ ８２％（過去 ５カ年の実績の平均）
※プール計算方式（個別事業ごとに補助率を嵩上げするのではなく、各事業の地方負担額を合計し、地方公共団体の標準税収入に応じて一部を国が負担）

※激甚災害の措置は、いずれも一定以上の被害が生じた場合に適用され、その程度、範囲等は政令で定める基準に基づく。

http://www.bousai.go.jp/pdf/r31001_gekijin.pdf
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001093.html

「洪水及び土砂災害の予報のあり方に関する検討会
（報告書）」の公表について

令和 3年10月 5 日 気象庁大気海洋部業務課
水管理・国土保全局河川計画課

いのちとくらしをまもる 防災減災

　近年の頻発・激甚化する気象災害を背景として、
市区町村や住民をはじめ民間企業や自主防災組織等
の地域コミュニティなど、社会全体において防災対
応や事業継続に対する意識が高まっており、洪水及
び土砂災害の予報の更なる高度化とともに、利用者
の多様なニーズに対応した情報が求められています。
また、こうしたニーズも背景に、研究機関や民間気
象事業者等において洪水及び土砂災害の予測に関す
る様々な研究や新たな技術開発が進展しています。
　これら新たな技術も積極的に活用し、洪水及び土
砂災害に対する的確な防災対応や避難の促進、多様
化するニーズへの対応のため、有識者からなる検討
会を開催し、洪水及び土砂災害の予報のあり方につ
いてご議論いたただきました。
　今般、その検討の成果として「洪水及び土砂災害
の予報のあり方に関する検討会（報告書）」が取り
まとめられましたので公表いたします。

　報告書では提言として、社会の防災対応や事業継
続により貢献していけるよう、国等による、市区町
村の防災対応や住民の避難のための予報の高度化及
びその提供や、研究者や民間気象事業者等による、
新たな技術の研究開発及び防災上の考慮をしたうえ
での多様なニーズに応える予報の提供に向けて、以
下の取組を進めていくことが示されました。
⑴　国等による水系・流域が一体となった洪水予測

の実施
⑵　国等による土砂災害警戒情報などの更なる精度

向上
⑶　民間による洪水及び土砂災害の予報の提供に向

けた制度の構築
⑷　研究者や民間気象事業者等における技術開発や

予報業務を推進する環境整備
　気象庁と水管理・国土保全局では、報告書でいた
だいた提言を受けて、これら取組について具体的な
検討を連携して進めてまいります。

洪水及び土砂災害の予報のあり方に関する検討会　委員名簿

（有識者）
　磯　打　千雅子	 香川大学　四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構（IECMS）
	 地域強靭化研究センター　准教授
　牛　山　素　行	 静岡大学　防災総合センター　副センター長　教授
◎沖　　　大　幹	 東京大学大学院　工学系研究科　教授
　小山内　信　智	 政策研究大学院大学　教授
　清　水　義　彦	 群馬大学大学院　理工学府　教授
　中　北　英　一	 京都大学　防災研究所　所長　教授
　新　野　　　宏	 東京大学　名誉教授
　松　尾　一　郎	 東京大学大学院　情報学環　総合防災情報研究センター　客員教授
　矢　守　克　也	 京都大学　防災研究所　教授

（◎は座長、敬称略、五十音順）

（事務局）
　国土交通省気象庁、水管理・国土保全局

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo03_hh_001093.html
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令和 ３年度 第 ２回
防災・減災対策等強化事業推進費の配分を実施します
〜豪雨などによる災害の対策や防災・減災対策の推進に緊急予算を支援〜

国土交通省では、「防災・減災対策等強化事業推進費」について、
令和 3年度第 ２回の配分を行います。

対策件数：110件　配分額：約134億円（国費）

令和 3年10月18日 国土政策局広域地方政策課

　「防災・減災対策等強化事業推進費」は、大雨によ
る浸水被害等が発生した地域において再度の被災を
防止するために緊急的に実施する対策や、大雨等に
よる災害を未然に防ぐ事前防災対策であって、用地
の確保など地域等における課題が解決し事業の実施
環境が新たに整った場合などに年度途中に機動的に
予算を配分し、防災・減災対策を強化する予算です。
１ ．配分事業の概要
⑴　被災地域での災害対策
　①　洪水対策・浸水対策（１４件、約３５億円）
　②　崖崩れ・法面崩壊等対策（ ９ 件、約１１億円）
　③　暴風・波浪等対策（ ４ 件、約 ９ 億円）

⑵　交通事故の再発防止対策
　①　交通安全対策（ ２ 件、約１３億円）
⑶　災害が起きる前に被害を防止する事前防災対策
　①　洪水対策・浸水対策（１０件、約２１億円）
　②　崖崩れ・法面崩壊等対策（ ５ 件、約２２億円）
　③　鉄道施設の浸水対策・耐震対策（５６件、約１３

億円）
　④　ホームドア整備（１０件、約１０億円）
※個別の案件の詳細（個票）は、国土交通省のホー

ムページをご覧ください。
（https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/

kokudoseisaku_tk9_000021.html）

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000021.html
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk9_000021.html
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位　置 形状・寸法 材　質

原 形 復 旧
原 形 復 旧 変更しない 変更しない 変更しない

原形復旧不可能 変更しない 変更できる（地形等の変動から不可能）

原 形 復 旧
と み な す

原形復旧困難 変更できる（技術的又は経済的にみて著しく困難）

原形復旧不適当
変更できる（投資効果、民生の安定等の社会通念上の見地
から質的又は効用的に改良された施設を含む）
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W2
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河岸欠壊

根固工

鉄筋コンクリート

河床の変動
L・W・L

矢板等により橋脚の
根入れ不足を補強

地形・地盤の変動
ℓ

ℓ→L
L

被災後の径間に適した型式を採用する。

橋　梁 取付道路

橋　　　梁 前後道路幅員 復旧幅員
A　一般橋
　　一般国道 　　　　…橋長20ｍ以下
　　主要地方道
　　一般都道府県道  …橋長15ｍ以下
　　市町村道

2.0ｍ以上 前後道路幅員

B　長大橋
　　一般国道 　　　　…橋長20ｍを超える
　　主要地方道
　　一般都道府県道  …橋長15ｍを超える
　　市町村道

ａ　２ｍ以上　４ｍ未満 前後道路幅員
ｂ　４ｍ以上　５ｍ未満 4.0ｍ
ｃ　５ｍ以上 前後車道幅員

＋0.5ｍ
C　特　例

　　橋長に無関係
前後道路幅員
　2.0ｍ以上
原橋幅員
　1.5ｍ以上　2.0ｍ未満

原橋幅員



令 和  3  年 11 月  1  日 防 災 （13）第 869 号

協会だより

災害復旧技術専門家の登録証の伝達式のご紹介

栃　木　県

近畿地方整備局
◯令和 ３年１０月１８日
　総括防災調整官久内伸夫様から佐久間維美氏（左）
に登録証を伝達していただきました。

　災害復旧技術専門家は国や都道府県を退職された
方々で、国土交通本省防災課の災害査定官や都道府
県等の防災担当の本庁課長級もしくは土木事務所長
等の経歴を有し、災害復旧業務に長年携わり制度を
熟知し災害復旧事業に関する高度な技術的知見を有
する経験豊富な技術者です。災害復旧技術専門家に

なるには、ご本人からの申請と在職していた国や都
道府県の災害担当部局からの推薦に基づき審査し認
定登録しています。登録証等は推薦機関よりご本人
に伝達していただいており、今回、各機関での伝達
の様子をご紹介いたします。

◯令和 ３年 ７月１２日
　県土整備部長田城均様から橋本正人氏、菊池浩
氏、阿部浩昭氏に登録証を伝達していただきました。
　合わせて、「栃木県災害復旧技術アドバイザー」
認定書が授与されました。

○令和 ２年１１月１６日
　総括防災調整官山本佳也様から川上卓也氏に登録
証を伝達していただきました。
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九州地方整備局

◯令和 ３年１０月１８日
　山口隆氏、川内学氏、松本和信氏、矢野寛氏に登
録証が伝達され、統括防災官安部宏紀様をはじめ九
州地方整備局の防災関係の幹部の方と意見交換を実
施しました。

熊　本　県
◯令和 ３年 ６月 ３日
　河川課長菰田武志様から丸尾昭氏、渡辺哲也氏、
西田守氏に登録証を伝達していただきました。

○令和 ２年 ６月２６日
　塩月淳一氏、松本親久氏、島本卓三氏、山田隆
則氏、秀徳典穂氏、杉山光徳氏に登録証が伝達さ
れ、統括防災官靏敏信様をはじめ九州地方整備局の
防災関係の幹部の方と意見交換を実施しました。
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令和 3年　発生主要異常気象別被害報告 令和 3 年10月29日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2 回（15日、月末）国土交通省 HP で公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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